
JICA環境社会配慮助言委員会 第 86回全体会合 

2017年 12月 8日（金）14:30～17:30 

JICA本部 1階 111・112連結会議室 

議事次第 

 

1. 開会 

 

2. 案件概要説明（ワーキンググループ対象案件） 

（1） フィリピン国マロロス－クラーク鉄道事業／南北鉄道事業南線（通勤線）事業（協

力準備調査（有償））スコーピング案（日程未定） 

 

3. WGスケジュール確認 

 

4. ワーキンググループ会合報告および助言文書確定 

（1） ウズベキスタン国ナボイ火力発電所近代化事業(フェーズ 2) （協力準備調査（有

償））スコーピング案（12月 1日（金）） 

（2） バングラデシュ国ジャムナ鉄道橋建設事業（有償資金協力）環境レビュー（11 月

13日（月）） 

（3） バングラデシュ国ダッカ都市交通整備事業（1号線及び 5号線）（協力準備調査（有

償））ドラフトファイナルレポート（11月 24日（金）） 

 

5. 環境レビュー方針の報告  

（1） バングラデシュ国ダッカ都市交通整備事業（5号線）（有償資金協力（E/S）） 

 

6. その他 

（1） モニタリング段階にある案件の進捗について 

（2） 環境 GLレビュー調査における現地調査対象の選定基準・案件について 

 

7. 今後の会合スケジュール確認他 

・次回全体会合（第 87回）：2018年 1月 15日（月）14:30から（於：JICA市ヶ谷ビ

ル） 

 

8. 閉会                                   

以上 
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「南北鉄道事業南線（通勤線）事業」 
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１．背景 

（１）マニラ首都圏及び近郊の現状と事業の必要性 
• フィリピンにおいてメトロマニラは同国経済の根幹をなし、全国比で0.2％の国土に人口

13％、GDPの37％が集中する等、経済活動の極端な一極集中が進行。 
 

• マニラ首都圏及び近郊では、急速な人口流入により、交通渋滞が深刻化。 
 

• 特に大量輸送手段としての軌道系公共交通の整備状況は遅れており、首都圏の高架鉄
道三路線（二路線は軽量）の総延長は50kmにとどまっている。 
 

• 首都圏北方（事業対象地域）には、クラーク国際空港の拡張、ニュー・クラーク・シティの
再開発事業が計画。首都圏南方（事業対象地域）は、通勤等による渋滞が既に深刻化
している状況。 
 

（２）本事業にかかる政策及び動向 
• 2014年に策定されたインフラロードマップにて、マニラ首都圏の西側と東側をそ

れぞれ縦走する二つの「南北軸」となる鉄道整備が提言。 
 

• 2016年6月30日に発足した新政権は、スタート早々にインフラプラン「Build Build Build」を
発表。本事業は、同インフラプランにおいて優先事業として位置付け。 



（１）目的 
 マニラ首都圏と近郊を結ぶ「南北
通勤鉄道」を北方及び南方に延伸す
る鉄道を建設し、マニラ首都圏及び
近郊の交通ネットワークの強化と交
通渋滞の緩和を図り、もって同地の
社会経済活動の活性化に寄与するも
の。 
 
（２）対象事業 
①マロロス-クラーク鉄道事業(北伸) 
②南北鉄道事業南線(南伸) 
 
（３）事業内容 
・土木工事 
  高架・地上計約142km,車両基地 
  (内訳：北伸70㎞,南伸72km) 
・鉄道システム・軌道工事,車両調達,  
 コンサルティング・サービス 
 
（４）実施機関 
フィリピン運輸交通省（DOTr） 
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２．事業の目的と概要 

70km 

ニュー・クラーク・シティ  

本事業① 
（マロロス・クラーク鉄道事業）  

本事業② 
（南北鉄道事業南線（通勤線））  

マニラ首都圏地下鉄事業 
（2017年度円借款契約締結予定）  

南北通勤鉄道事業 
（マロロス・ツツバン） 
（2015年度円借款契約締結）  マニラ 

首都圏 

72km 

クラーク  
国際空港  

地図データ: ESRI 



 マロロス-クラーク鉄道事業（北伸） 
•  マロロスからクラーク国際空港まで２つの線形案を検討中。   
        (1) 旧フィリピン国鉄の廃線跡案 50.5km、(2)高速道路脇案 52.2km 
• クラーク国際空港からニュークラークシティまでは、今後調査で線形案を比側と協議の上、

決定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．事業対象地域現況（北伸） 

（2）高速道路脇周辺の様子 
 
 
 
 
 
 

（1）旧フィリピン国鉄の廃線跡周辺の様子 
  （サンフェルナンド旧駅舎と敷地内） 
 

 
 
 
 
 

マロロス 

クラーク 
国際空港 

約50km 

地図データ: ESRI 
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 南北鉄道事業南線（南伸）の線形 
    現在運行中のフィリピン国鉄の路線を活用 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

運行中のフィリピン国鉄の様子 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．事業対象地域現況（南伸） 

ロスバノス 

ソリス 

約72km 

地図データ：Google Map 
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４．調査の概要 

（１）調査目的 
 

当該事業の必要性、概要、事業費、実施スケジュール、実施方法（調達・施工）、
事業実施体制、運営・維持管理体制、環境社会配慮等、円借款事業として実施
するための審査に必要な調査を行うことを目的とする。 

 
（２）対象地域 
 
マニラ首都圏北方及び南方 
 
（３）調査内容 
 
①既存資料のレビュー、②F/Sの実施、③環境社会配慮  
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５．環境社会配慮事項 

（１）助言を求める事項 

• 第1回 環境社会配慮のスコーピング案 

• 第2回 準備調査 環境影響評価・住民移転報告書ドラフト 

 

（２）適用環境社会配慮ガイドライン 

「JICA環境社会配慮ガイドライン（2010年4月）」 

 

（３）カテゴリ分類： A 

根拠： 本事業は、上記ガイドラインに掲げる鉄道セクター及び影響を及ぼ
しやすい特性（大規模非自発的住民移転）に該当。 

 

（４）環境許認可 

本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、調査団の支援の下、運
輸交通省により作成され、環境局によって審査、承認される。 
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５．環境社会配慮事項（つづき） 

（５）想定される社会影響 

①北伸  

• 約120の構造物、それに伴う住民移転を想定（JOINの調査） 
 ※(1)旧フィリピン国鉄の廃線跡案、(2)高速道路脇案、いずれにしろほぼ同数（約

120）の構造物を想定。 

• 既存のROWでない箇所における用地取得。 

②南伸  

• 約3200の構造物、それに伴う住民移転（主に既存のROW（線路）内の非正規住
民）を想定（ADBの調査） 

• 既存のROWでない箇所における用地取得。 

 （実際に移転が必要となる戸数や用地取得は、今後の調査にて確認。） 
 

（６）想定される環境影響 

• 施工中の大気質（粉塵）、水質、土壌への悪影響及び騒音・振動等。 

• 供与後の車両通過による騒音・振動・大気汚染。  

• 事業対象地域は、国立公園等の影響を受けやすい地域に該当しない。ただ
し、南線のデポ予定地（Los Banos)周辺に国立公園（Mount Makiling)があ
り、今後の調査にて影響を確認する。 

 

 

 



６．今後のスケジュール 

※ 線形の決定時期によっては、全体工程が変更される可能性がある。 

2017 2018 

11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 

現地調査 
（全体） 

環境社会配慮 
調査 

環境社会配慮 
助言委員会 

線形案の検
討・選定 

  ▲ 
第１回 
住民協議 

▲ 
DFR 

  ▲ 
全体会合 

▲ 
WG（ｽｺｰﾋﾟﾝｸﾞ案） WG（DFR） 

フィ国 EIA文書審査 

▲ 
ECC 

ｽｺー ﾋ゚ﾝｸ゙案
作成 

▲ 
ICR 

▲ 
ITR 

▲ 
FR 

ﾍ゙ ｽーﾗｲﾝ調査 

EIA EIA案作成 

  ▲ 
第１回 
ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ協議 

▲ 
第２回 
ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ協議 

RAP 
ｾﾝｻｽ調査 

RAP案作成 

  ▲ 
第２回 
住民協議 

  ▲ 
  第３回 
  住民協議 

基礎情報の
収集 
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南アジア部南アジア第四課        2017年12月8日 
 
 

協力準備調査 報告書ドラフトへの助言対応表 

 
 
国名：バングラデシュ                 
案件名：ダッカ都市交通整備事業準備調査（1号線及び 5号線） 
適用ガイドライン 
「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」(2010年4月公布) 

 
 

番号 助言委員会からの助言 助言対応結果 

1 ベンガルオオトカゲの動態を含め、車両基地周辺の動

植物の状況に著しい変化がないかどうかの確認を目

的とし、EIA 調査でリストアップされた動物種（哺乳類、

鳥類、爬虫類、両生類）及び植物種のモニタリングを工

事中及び供用時において行うこと。 

1号線、5号線ともにFRの表6.7.1「スコーピング案及

び調査結果」において、EIA 調査でリストアップされた

動物種（哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類）及び植物種の

モニタリングを工事中及び供用時に行うことを以下の

とおり記載します。 
 
「建設中・供用後：絶滅危惧種への影響はないが、準

絶滅危惧種を含む車両基地周辺の生態系への影響を

最小とするため、モニタリング調査が必要である。何

等かの影響が見られた場合、緩和策を検討、実施す

る。また、詳細設計時に確認された伐採樹木について

は代替植樹を行い、モニタリングにてこれを確認す

る。」 
2 1 号線及び 5 号線ともに、車両基地並びに街路にお

ける伐採対象の樹木の調査が詳細設計時に行われる

ことを、さらに、その結果に基づき代償植林を含む緩和

策が検討されることをFR に記述すること。 

1号線、5号線ともにFRの表6.7.1「スコーピング案及

び調査結果」において、以下のとおり記載致します。 
 
「建設中・供用後：希少種への影響はないが、準絶滅

危惧種を含む車両基地周辺の生態系への影響を最小

とするため、モニタリング調査が必要である。何等か

の影響が見られた場合、緩和策を検討、実施する。ま

た、詳細設計時に確認された伐採樹木については代

替植樹を行い、モニタリングにてこれを確認する。」 
 

3 ダッカで取水されている水の砒素濃度はゼロに近いも

のとなっているが、モニタリング等で安全な飲料水確

保を確認しながら監視を継続すること。 
 

1号線、5号線ともに、表6.9.1「モニタリング計画（工事

中）」及び表 6.9.2「モニタリング計画（供用時）」におい

て、砒素を含む地下水の水質調査を実施機関により行

うことを記載します。 

4 本事業の累積的影響は工事期間中のみならず、供用

時の影響も勘案しFR に記載すること。 
FR6.6.2 「他事業との累積的影響」5)「供用後の累積

的影響」にて以下のとおり記載します。 
 
【1号線】 
「本事業と MRT5号線は、Natun Bazar 駅において

接続する。両路線の接続駅として、駅周辺に人のにぎ

わいをもたらす一方、駅へのアクセス集中による交通
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混雑が予想される。駅前の開発について、交通混雑を

回避するための配慮を検討する必要がある。」 
 
【5号線】 
「本事業と MRT１号線、６号線、BRT３号線は、乗り換

え駅として接続する。乗り換え駅としてとして、駅周辺

に今以上の人のにぎわいをもたらす一方、駅へのアク

セス集中による交通混雑が予想される。駅前の開発に

ついて、交通混雑を回避するための配慮を検討する

必要がある。」 

5 本体借款のゼネラルコンサルタントの作業の中で、洪

水・サイクロンへの備えについては、駅の利用者への

広報、周知、実際に洪水・サイクロンが発生した際の避

難誘導、そのためのスタッフ訓練ならびに予算確保の

計画を行うことが必要であり、それらのことを FR に記

述すること。 

FRにて以下のとおり記載します。 
 
【1号線】 
4.4.2 3)駅舎 
「また、洪水・サイクロン等の自然災害発生時や早急な

復旧作業を進めるために、ソフト面では、①非常時の

連絡体制、②駅勤務者の人員確保のための計画、③

非常時の役割分担、④マスコミを通した情報公開計

画、⑤非常時にそなえ土木・建築業者、病院、警察、電

力会社との災害協定締結、⑥非常時の旅客誘導計画

と避難訓練、⑦駅の利用者への広報・周知といったソ

フト面での計画を併せて実施することが必要である。

これらについては、今後、ゼネラルコンサルタントによ

る実施設計の中で、スタッフの訓練方法などの検討を 
実施する。また、事業費の中に組み込んでおく。」 
 
【5号線】 
4.2.2 (3)洪水対策 
「洪水対策としては、以下のものが挙げられる。 
・防水壁の設置（100 年確率降雨量に対する洪水位を

考慮し高さを設定） 
 
・屋根の設置 
・トンネル抗口部における防水扉の設置 
・排水ポンプの設置 
 
また、上記のようなハード対策に加え、洪水・サイクロ

ン発生時の浸水による被害を最小限とするための避

難誘導訓練や駅の利用者への広報活動についても併

せて実施することが必要である。これらについては、

今後、ゼネラルコンサルタントによる実施設計の中

で、スタッフの訓練方法などの検討を実施する。また、

予算についても事業費の中に組み込んでおく。」 
 

6 実施機関との協議により、供用時の駅のコンコース等

において、絵文字などでの避難路指示や一般利用者

への安全啓発活動について実施に努めること。 

乗客への安全啓発活動の実施について、工事期間中

のゼネラルコンサルタントの業務の 1 つである「組織

開発支援」の「事故・災害管理マニュアル作成」におい

て安全啓発に係る計画・マニュアル作成や絵文字等に

よる避難路指示を支援するとともに、供用後も安全啓

発活動が確実になされるよう、実施機関と協議しま

す。 
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7 実施機関の環境社会配慮等の運営維持管理能力向上

について、JICA の過去の知見を活かした支援に努め

ること。 

ゼネラルコンサルタントの業務の一つとして、環境社

会配慮に係る支援を行う予定ですが、その一環として

運営維持管理能力向上が行われるよう、実施機関と協

議します。 
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バングラデシュ国「ダッカ都市交通整備事業（5 号線）（E/S）」 
に係る環境レビュー方針 

 
1．事業の目的 

本事業は、急速な都市化と交通量の増加による交通渋滞と環境の悪化に直面する首都ダッカにおいて、ダッカを
南北に接続する MRT1号線及び MRT6号線に加え、東西に接続する都市高速鉄道を建設し、公共交通網のネットワー
クを形成することにより、ダッカ都市圏の輸送需要への対応を図り、以って交通混雑の緩和を通じた経済の発展及
び都市環境の改善に寄与するもの。本借款は本事業の詳細設計、入札補助、環境社会配慮手続き支援等に係るエン
ジニアリング・サービスを対象とし、本事業の円滑な実施促進を図るもの。 
 
2．プロジェクトサイト/対象地域名 
ダッカ県 
 
3. 事業概要 
（１） 全体の事業計画の概要 

バングラデシュのダッカ都市圏において、MRT5号線を建設するもの。本借款は本事業の詳細設計・入札補助等に
係る E/S を対象とし、本事業の円滑な実施促進を図るもの。なお、本事業は ADBとの協調融資により実施する予定
であるが、本借款は ADBによる借款決定に先行して、JICA が E/Sを行うもの。 
 
（２） 土木工事、施設、機器等の内容 

① 車両基地建設（約 26.85ha の土地整備、車庫建設、引き込み線敷設等） 
② 鉄道構造物建設（約 20 km）（高架鉄道施設、地下鉄道施設、駅舎建設、軌道敷設等） 
 駅数：14 駅（高架 5駅、地下 9駅）／平均駅間距離:約 1.4 km 
③ 電気・通信・信号システム 
④ 車両調達（車両基地内の機材等を含む） 
 

（３） コンサルティング・サービスの内容 
①詳細設計、入札補助、②施工監理、③環境社会配慮支援、④運営・維持管理能力強化支援、⑤組織開発支援、

⑥非鉄道事業開発支援、⑦安全対策支援。 
※本借款では、本事業のためのエンジニアリング・サービス借款として、上記①及び③～⑦を対象としている。 

 
4．事業実施体制 
① 借入人：バングラデシュ人民共和国政府（The Government of People’s Republic of Bangladesh） 
② 保証人：なし 
③ 事業実施機関／実施体制：ダッカ都市交通会社（Dhaka Mass Transit Company Limited。「DMTC」） 
④ 他機関との連携・役割分担：本体工事については ADBと協調融資を行う予定。 
⑤ 運営／維持管理体制： 本事業の運営・維持管理は DMTCが行う。  

 
5. 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：カテゴリ A 
② カテゴリ分類の根拠： 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年 4月公布）（以下、「JICAガイドライン」）
に掲げる鉄道セクターに該当するため。 
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（１）全般事項 
確認済み事項 環境レビュー方針 

1) EIA 報告書及び環境許認可 
・本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、DMTC が作成しており、

2017 年 11 月末に DOE からの許認可を取得済みであり、ECC のコピーは

入手済みである。 
・骨材等の入手先や土捨場については、F/S 時点では場所が特定されてい

ないが、環境社会配慮確認が求められる。 
 
・残土処分については、ダッカ市内・周辺の土地の盛り土のために使用す

るか、コントラクター等がバ国内の許認可が得られた場所で処分すること

を確認済み。 
 

1) EIA 報告書及び環境許認可 
・許認可の付帯条件については、事業実施において条件

を遵守する旨合意する。 
・骨材等の入手については、海外からの入手を含むこと

から、コントラクターが入手する際に、調達する国にお

ける法令に沿って許認可が取得されているかを DMTC
が可能な限り確認する旨合意する。 
 
 
・沿線開発の計画時は、合理的な範囲で、本事業との累

積的な影響に配慮するよう申し入れる等、本事業の累積

的な影響は工事期間中のみならず、供用時の影響も勘案

し、必要に応じて詳細設計段階での EIA 等の更新に反映

させるよう合意する。【助言４】 
・騒音等、現地 EIA を補足している F/S の確認結果及び

対策、モニタリング計画については、コンサルタント支

援の下修正版 EIA に反映するよう合意する。 
2) 代替案検討 
・路線の線形及び高架・地上・地下案について、環境（大気質・騒音等）、

住民移転の有無・規模、及び技術・コストの観点から複数案を検討し、推

奨案を選択。また事業を実施しない案とも比較検討済。 

2) 代替案検討 
・特になし。 

3) ステークホルダー協議（SHM） 
・本事業に係る SHM は、準備調査の下で下記の通り開催済み； 
 ・RAP 調査 1 回目：2017 年 2 月 26 日～3 月 2 日 

（3 か所、165 名） 
 ・スコーピング段階：2017 年 3 月 15 日～19 日 

（4 か所、172 名） 
 ・RAP 調査 2 回目：2017 年 4 月 16 日～27 日 
  （4 か所、185 名） 
・DFR 段階：2017 年 7 月 25 日～30 日（4 か所、137 名）。 

・SHM では、事業概要、予想される影響、EIA 調査・RAP 調査の結果、緩

和策や補償方針等の説明がなされ、参加者から提出されたコメントに対し

て回答がなされた。事業の実施に対する特段の反対は確認されていない。 
・SHM 協議では、車両基地予定地について、事前に開発業者によって購入

されたことが確認されており、現時点での地権者から特段の反対がないこ

とを確認済みであるが、小作人等の農地使用者を含む幅広いステークホル

ダーとの住民協議を 2017 年 12 月初旬に開催する予定であり、本事業によ

る影響と対策、事業実施に対する合意状況が確認される予定。 
・ガブトリ駅については、地上にあるガブトリ・バスターミナルの仮設移

転先及び新バスターミナルの設置の計画について、運営者である北ダッカ

市役所の同意を確認する必要がある。 

3) SHM 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・車両基地予定地における SHM の開催結果を入手し、

地主や小作人等の EIA や RAP（補償や生計回復支援の

妥当性）に対するコメント及び事業実施に対する合意状

況を確認する。 
・ガブトリ・バスターミナルの仮設及び新施設の計画

については、DMTC が北ダッカ市役所からの同意を得て

いることを確認する。 

4) 環境管理計画（EMP）・環境モニタリング計画（EMoP） 
・EIA 報告書案の中に、EMP 及び EMoP が含まれていることは確認済み。 
・EIA 報告書案では、予見される環境影響に対する緩和策の詳細（緩和策

実施のための費用、詳細計画等）について、以下の２．汚染対策、３・自

然環境、４．社会環境の通り検討済みであるが、EIA 報告書案の EMP 及び

EMoP には十分に反映されているか、審査にて確認が必要。 
・実施体制・組織図は、MRT6 号線事業を基に作成されていることを確認

済み。 

4) EMP、EMoP 
・EMP 及び EMoP の内容は改めて確認した上で、適切

に実施されるよう合意する。また詳細設計段階で修正が

ある場合は、JICA に提出するよう合意する。 
・実施体制については、人員の配置計画を確認する。 
・供用時の実施機関の環境社会配慮等の運営維持管理

能力向上についてコンサルタントの業務に含めるよう

DMTC と合意する。【助言７】 
5) モニタリング 
・本事業では、工事中は大気質、騒音・振動、水質、廃棄物等についてコ

ントラクター及び実施機関がモニタリングし、供用時は大気質、騒音・振

動、水質等について実施機関がモニタリングする。また、用地取得・住民

移転等の進捗状況について実施機関がモニタリングする。 

5) モニタリング 
・モニタリング結果の当機構への報告体制（頻度、報告

方法等）につい申し入れ、工事中は 4 半期ごと、供用後

は 2 年間、半年ごとに報告されるよう合意する。 
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6) 情報公開 
・EIA 報告書及び RAP は、環境局からの承認が得られた後、DMTC 及び環

境局によって情報公開がなされるか確認が必要。 
・EIA 報告書の承認後、EIA と環境許認可証のコピーは、審査前に JICA の

ウェブサイトにて情報公開済みである。 
・モニタリングの結果については、バ国国内での公開は義務付けられてい

ない。 
・JICA のウェブサイトにおけるモニタリング結果の公開について確認が

必要。 
・第三者からの要請があった場合、実施機関の同意を条件に JICA が情報

開示を行うよう申し入れ済である。 

6) 情報公開 
・EIA 報告書及び RAP がバ国国内で DMTC 及びその他

国内機関等により情報公開がなされるよう合意する。 
 
 
・JICA のウェブサイトにおけるモニタリング結果の公

開について DMTC と合意する。 
・第三者からの要請があった場合、DMTC の同意を条件

に JICA が情報開示を行う旨合意する。 

 
 
（２）汚染対策 

確認済み事項 環境レビュー方針 
1） 大気質 
・ベースライン結果によると、3 か所（いずれも地下駅予定地）

において、PM10、PM2.5、NO2 の値が国内環境基準を超過して

いるが、これは既存道路の交通渋滞や道路上の粉じんの影響であ

ると考えられる。 
・工事中は 、建設重機や車両等からの排ガスや粉じんの影響が想

定され、機器や車両の適正管理や建設資材や土砂を運搬する車両

のカバーの徹底等の緩和策がとられる。 
・供用後は 、走行する車両からの影響が想定されるが、電車の走

行による影響は想定されず、道路交通の混雑を解消する可能性が

ある。 

1） 大気質 
・特になし。 
 

2） 水質（表流水） 
・ベースライン結果によると、いずれの地点も飲料水にも適さ

ず、植物相・動物相にとっては厳しい環境となっているが、これ

は、日常の一般・産業排水による影響と考えられる。 
・工事中は 、オイル漏れを防ぐための、建設機械の適切かつ継続

的な維持管理や横断する河川の水質のモニタリングにより、影響

を最小化する。 
・供用後は 、駅舎や車両基地からの排水による影響が想定される

が、排水施設による処理水を排水することにより、影響を最小か

する予定。 

2） 水質（表流水） 
・特になし。 

3） 水質（地下水） 
・ベースライン調査結果によると、いずれの地点も、ヒ素を含め

て水質に問題は確認されていない。 
・地下水の水位は、本事業の地下構造物よりも深いところにあ

り、工事中及び供用後の事業による影響は想定されていないが、

モニタリングを行う予定。 

3） 水質（地下水） 
・ダッカで取水されている水のヒ素濃度はゼロに近いものとな

っているが、モニタリング等で安全な飲料水確保を確認しながら

監視を継続するよう合意する。【助言３】 

4） 土壌 
・工事中は、建設機材は適切に維持管理し、オイル漏れのリスク

を軽減する。また、本事業の構造はほとんどが地下構造となるこ

とから、大量の建設残土が発生するが、事業計画地には工場など

の汚染物質の排出施設がないことから、他の地域に高濃度の汚染

土を拡散させる可能性はきわめて小さい。自然由来の有害物質に

よる汚染の拡散のおそれがあることから、建設残土のモニタリン

グを行い、汚染物質の拡散を防止する。 
・車両基地の建設にあたっては、大量の盛土が必要となる。盛土

材の受け入れ時に、汚染されていないかどうか確認が必要。 

4） 土壌 
・残土の処理については、廃棄物の項目参照。 
・車両基地の盛り土については、骨材等の搬入先が未定であるが

受入時に汚染の有無が確認されるよう、EMP に反映し、適切に実

施されるよう合意する。 



4 
 

5） 廃棄物 
・工事中は 、建設資材や有害性物質の使用に伴う廃棄物が発生す

る。分別・リサイクルや収集・処理を含む廃棄物管理計画が策

定・実施されることで影響が緩和される。 
・また、本事業の地下掘削に伴い、150 万立米の残土が発生する

と見込まれており、その再利用や処分方法については、ダッカ市

と引き続き協議が必要。（一部は埋め立てや盛り土等に利用され

る見込み） 
・供用後は 、駅舎や車両基地から利用者やオペレーターからごみ

が発生する。有害物質を含むごみは無いと予測される。駅舎には

ごみ箱が設置され、ダッカ市と協議の上、許可を受け、適切に廃

棄・再利用される見込み。 

5） 廃棄物 
・バ国における廃棄物処理の法制度を確認し、工事中に適切に廃

棄物処理がなされるか確認する。コントラクターによる廃棄物管

理計画が DMTC の監督の下で適切に実施されるよう合意する。 
 
 
 
 
・供用後の廃棄物管理計画がコンサルタントの支援を受けつつ

DMTC が適切に計画・実施するよう合意する。 
 

6） 騒音・振動 
・ベースライン調査結果によると、多くの地域が商業地域に位置

付けられるが、昼間及び夜間の騒音が国内環境基準を超えてお

り、これは既存の主要幹線道路からの交通による影響である。事

業対象地域には病院・学校等も存在し対策が必要。 
・軌道は地下構造であり、駅位置の地上での作業が発生する。建

設作業は道路の中心付近で行われるため、騒音については一定の

距離減衰を見込むことができるが、さらに遮音壁のような緩和策

の導入が望まれる。具体的な工事計画が策定されていないことか

ら、詳細設計段階で、シールド発進抗、建設ヤード等の建設騒音

について確認を行う必要がある。 
・工事中は、建設機械の適切かつ継続的な維持管理、仮囲いの設

置、建設機械の稼働時間を削減するための合理的な施工管理計画

の策定、建設騒音のモニタリングにより影響を軽減する。 
・高架部分の供用後の騒音について、スラブ軌道、ロングレール、

1.5m の遮音壁を設置した想定の場合、鉄道騒音は近隣において

59.0dB（昼間）、52.2dB（夜間）の値まで軽減され、本邦の鉄道

騒音基準は満たされる見込み。 

6） 騒音・振動 
・病院や学校等の存在が明白な地域等については、モニタリング

を行い、工事による影響が重大な場合は追加的な対策をとるよう

合意する。 
 

 
（３）自然環境 

確認済み事項 環境レビュー方針 
1) 保護区 
・事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはそ

の周辺に該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であ

ると想定される。 
・本事業で地下を通過する Gulshan-Baridhara Lake ECA
（Ecologically Critical Area）及び Turag River ECA は、都市化に

より環境汚染が進んでいることから、これ以上の環境面での悪化

を回避・改善することを目的にバ国環境保護法に基づいて指定

された地域であり、IUCN の保護地域管理カテゴリにも含まれて

いないことから、JICA GL 上の「保護区」には該当しないと判断

される。 
 

1) 保護区 
 
 
 
・ECA の水質については、「水質（表流水）」を参照。 
・ECC 指定に関する Gazette を DOE から入手し、聴き取りを通

じて、本事業が禁止行為に該当しない等、左記の妥当性を確認す

る。 

2) 生態系 
・本事業の調査において、植物相・動物相のベースラインを確認

しており、絶滅危惧種は確認されていない。 
・工事中は、樹木伐採に対する植林、車両基地周辺の影響に対す

るモニタリングが実施され、影響を最小化する見込み。 
・供用後は、車両基地州への影響に対するモニタリングが行われ

る見込み。 

2) 生態系 
・樹木伐採に対する緩和策である植生回復について、車両基地並

びに街路における伐採対象の樹木の調査を詳細設計段階にて実

施した上で、植林計画に必要な内容及び国内手続きを確認し、

DMTC による適切な対応が可能か確認する。また、森林局との調

整や植林計画の策定・実施について、責任主体及び実施体制を確

認する。また、詳細設計時の結果は、修正版 EIA や EMP、EMoP
に反映し JICA に提出するよう合意する。【助言２】 
・ベンガルオオトカゲの動態を含め、車両基地周辺の動植物の状

況に著しい変化がないかどうかの確認を目的とし、EIA 調査でリ

ストアップされた動物種（哺乳類、鳥類、爬虫類、両性類）及び

植物種のモニタリングを工事中及び供用時において行うよう合

意する。【助言１】 
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3) 地形・地質 
・工事中・供用時：地盤沈下や崩壊を避けるために適切な工法

を採用する。 

3) 地形・地質 
・特になし。 

 
（４）社会環境 

確認済み事項 環境レビュー方針 
1) 住民移転及び用地取得 
・本事業の MRT の路線は、既存の主要幹線道路上もしくはその

地下に建設される予定であるが、駅やその関連施設の建設に伴う

用地取得 1.57 ha、及び、車両基地の建設に伴う用地取得 26.85 ha
が必要となる見込みである。 
・本事業の MRT 路線は、カントンメント庁所有の土地の地下を

通過する予定であるが、カントンメント庁からの同意取付の手続

きを行っているところであり、同意確認もしくは同意の見込みに

ついては確認する必要がある。（RAP の対象外） 
・本事業の MRT 路線の一部は、民有地の地下を通過することが

見込まれている。F/S の設計段階では、路線の地上にある構造物

への影響や地上部開発への影響がないように設計を行うことか

ら、日本等で発生する区分地上権への補償は不要であると整理。

ただし、今後のバ国メトロ法令の整備段階で、区分地上権につい

ては検討が行われる予定。 
・車両基地の用地については、本事業の調査開始前に、一部の開

発業者が農地の権利所有者によって購入されたが調査団の聴き

取り結果により確認済み。社会経済調査においては、現地の土地

所有者が記録されている Mouza Map も確認済みであるが、開発

業者の土地購入記録は反映されていなかったが、開発業者による

購入は事実である可能性が高い。これら土地の権利を有する開発

業者からは事業に対する反対がないことを確認済み。但し、現地

ではもともと農業を行っていた住民は継続して耕作をしている

ことを確認済みであり、車両基地予定地の土地に関する関係者と

して必要な社会経済調査及び住民協議を可能な限り早期に実施

し、用地取得に対する反対の有無及び必要な対策を明確にする必

要がある。 

1) 住民移転及び用地取得 
 
 
 
 
・カントンメント庁の土地地下の通過については、DMTC がカン

トンメント庁の同意を得ていることを確認する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・車両基地予定地における SHM の開催結果を入手し、地主や小

作人等の EIA や RAP（補償や生計回復支援の妥当性）に対するコ

メント及び事業実施に対する合意状況を確認する。 
 

2) 影響の規模及び補償の対象者 
・本事業に伴う PAPs は、721 世帯（3,047 名）であり、そのう

ち物理的移転の対象は 29 世帯（135 名）である。 
・住居以外の移転として、モスクや学校、集会所の移転が想定さ

れている。 
・本事業の下で影響を受ける正規及び非正規の住民はエンタイ

トルメントマトリックスに沿って補償支援の対象である。 
・バ国法令上のカットオフデートは詳細設計時に宣言されるが、

非正規住民については、本調査内で 2017 年 4 月に実施した SHM
の日時をカットオフデートとする。 

2) 影響の規模及び補償の対象者 
・特になし。 

3) 補償対象者・補償方針 
・本事業のために作成された RAP は、バ国の法令及び JICA GL
に沿って作成されており、エンタイトルメントマトリックスも

RAP にて、以下の通りの補償方針が策定されている。 
・土地：正規の土地所有者に対して再取得価格にて補償。 
・構造物：構造物の所有者に対して再取得価格にて補償。 
・移転費用支援 
・生計手段に影響がある場合の支援 
・作物：再取得価格（市場価格）に基づく補償。 

・物理的移転の対象となる住民に対して、移転先地の整備は行わ

ず、都市部であることから、金銭補償により、各個人にて移転先

を探すことが妥当であると、SHM の結果確認されており、特段の

反対は確認されていない。 

3) 補償対象者・補償方針 
・特になし。 
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確認済み事項 環境レビュー方針 
4) 生計への影響 
・ 生計への影響を受ける可能性があるのは、露店等での商売を

行っている vendors や商売人等である。これらの PAPs について

も、再建手当、収入補償等の支払いの他、必要に応じて本事業の

工事の下での優先雇用や職業訓練の機会が提供される。 
・樹木・果樹・作物の伐採による影響が生じる場合は、再取得価

格による補償がなされ、必要に応じて同様に優先雇用や職業訓練

の機会が提供さえる。 
・車両基地用地の小作人等への生計への影響については、早期の

社会経済調査や住民協議を通じた確認が必要であるが、RAP で

は、移転支援や職業訓練の期間が提供される予定である。 

4) 生計への影響 
 
 
 
 
 
 
 
・車両基地用地の小作人等については、（４）１）住民移転及び

用地取得に記述の通り。 

5) 住民協議 
・SHM に既述の通り。 

5) 住民協議 
・SHM に既述のとおり。車両基地予定の関係者との協議について

は特に対応結果を確認する。 

6) 苦情処理メカニズム 
・RAP の中で以下の構成メンバーに下で、苦情処理を行うよう提

案がなされている。 
•  住民移転課の副部長、DMTC 技術幹部：主催者 
•  移転補償実施 NGO の地区担当マネージャー：書記、委員 
•  ウパジラ（UP）の議長：委員 
•  移転者の代表一名：委員 
•  ウパジラ（UP）の女性一名：委員 

6) 苦情処理メカニズム 
・苦情処理メカニズムの提案内容については、既存の MRT6 号線

での GRM の実施結果を聴き取り、問題がないことを確認する。 
 

7) 実施体制・実施スケジュール 
・実施体制及び実施スケジュールについては、RAP にて既に確認

済みである。 
・DMTC には人員が不足しているため、道路局等から経験ある人

員の支援の下、RAP の計画・実施・モニタリングが行われるよう

提案されている。 

7) 実施体制・実施スケジュール 
・既存の MRT6 号線での実施状況を踏まえて、本事業の RAP の

実施体制について問題がないことを確認する。 

8) RAP の実施モニタリング 
・内部モニタリング及び外部モニタリングの体制について RAP
にて確認済み。 
・外部モニタリングは、外部の NGO 等を雇用した上での実施が

提案され、その TOR 案も RAP にて確認済み。 

8) RAP の実施モニタリング 
・特になし。 

9) 少数民族・文化遺産 
・本事業の調査では、事業対象地域には少数民族・先住民族は確

認されていない。また、保護の対象となるような文化遺産等も確

認されていない。 

9) 少数民族・文化遺産 
・特になし。 

10) 災害、子どもの権利、ジェンダー、公衆衛生、労働環境、

その他 
・災害については、洪水等の災害のリスクを踏まえた計画が策定

されており、詳細設計時にも災害の影響を回避・軽減するよう調

査が行われる予定。 
・公衆衛生、労働環境に対する影響については、EMP 等で対策が

提案されていることを確認済み。 
・子どもの権利については、工事中の通学等への影響を緩和する

ための施工計画が検討される予定。 
・ジェンダーについては、工事中や供用後の雇用促進や、施設等

の計画において女性への配慮がなされるようジェンダーアクシ

ョンプランが策定されている。 

10) 災害、子どもの権利、ジェンダー、公衆衛生、労働環境、

その他 
・洪水・サイクロンへの備えについては、駅の利用者への広報、

周知、実際に洪水・サイクロンが発生した際の避難誘導、そのた

めのスタッフ訓練ならびに予算確保の計画を行うよう、コンサル

タントの業務として含めることを DMTC と合意する。【助言５】 
・供用時の駅のコンコース等において、絵文字などでの避難路指

示や一般利用者への安全啓発活動について実施に努めるよう、

DMTC に申し入れる。【助言６】 

 

以上 
 



2017年 12月 8日 

国際協力機構 審査部 

 

 

JICA 環境社会配慮ガイドライン（2010年 4月公布）レビュー調査に係る 

現地調査の「選定基準」及び「候補案件」について 

 

 

１．選定基準 

レビュー調査の調査アイテムを基に、以下の通り、現地調査対象案件の選定基準を設定。 

 

① 大規模な住民移転が生じる案件 

② 保護区又はその近隣等で実施する案件 

③ ステークホルダーから指摘があった案件 

④ 土木工事中、又は完工済の案件 

⑤ 海外投融資案件 

⑥ 協調融資案件 

 

２．候補案件 

 上記１．の選定基準に沿って、以下の通り、候補案件を選定。 

国名 スキーム セクター 案件名 
カテ 

ゴリ 

該当 

基準 

インドネシア 円借 発電 インドラマユ石炭火力発電事業（E/S） A ③ 

ミャンマー 円借 
工業 

団地 

ティラワ地区インフラ開発事業 

（フェーズ 1） 
B ③④ 

ベトナム 円借 道路 
南北高速道路建設事業（ベンルック－

ロンタイン間）（Ⅰ）（Ⅱ） 
A ①②④⑥ 

インド 円借 鉄道 
デリー高速輸送システム建設事業 

フェーズ３ 
A ①④ 

コスタリカ 円借 発電 
グアナカステ地熱開発セクターローン

（ラス・パイラス II） 
A ②④⑥ 

タンザニア 円借 送電 ケニア・タンザニア連系送電線事業 A ①②④⑥ 

ベトナム 
海投 

（融資） 

工業 

団地 

中小企業・小規模事業者向けレンタル

工業団地開発事業 
B ④⑤ 

中南米 
海投 

（出資） 
再エネ 

中南米省エネ・再生可能エネルギー事

業 
FI ④⑤⑥ 

 

以 上 
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